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　ご 挨 拶
　株主の皆様には、平素は格別のご支援を賜り厚くお礼
申し上げます。
　さて、当社第71期（2019年４月１日から2020年３
月31日まで）の会社の現況につきましてご報告申し上
げます。
　当事業年度における世界情勢は米国の保護主義的な通
商政策による米中貿易摩擦を始め、英国のEUからの離
脱に伴うユーロ圏の不安定な経済状況、中国経済の減
速、中東の地政学リスク等により、各国の経済が減速局
面となりました。
　更に新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界
的な感染拡大により、経済活動が停止し、深刻な景気後
退に陥りつつあります。
　国内情勢は、日本銀行による金融緩和政策が継続され
る中、雇用や所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調
で推移したものの、消費税増税や相次ぐ自然災害が消費
者心理に与える影響から節約志向は依然として根強く、
新型コロナウイルス感染症問題の影響も重なり、先行き
が不透明な状況が続いております。
　このような状況の下、当社におきましては環境変化に
対応するため、経営資源の有効活用をテーマに組織体制
並びに管理体制の見直しや環境に応じた運営方針による
収益改善、財務体質の改善を推進して参りました。
　CS活動を重視し、石油事業では販売数量と適正な口
銭（マージン）確保、そして油外製品の販売に注力いた
しました。また専門店事業部ではコンセプトとマーチャ
ンダイジングの確立を中心に既存店舗の強化と持続的な
成長を図るため、拡大路線を継続しております。
　その結果、当事業年度の売上高は３２億７８百万円
（前年同期比1.7％減）、営業利益は５２百万円（前年同
期比31.7％増）、経常利益は５２百万円（前年同期比
8.9%増）、当期純利益は２０百万円（前年同期比97.2％
減）となりました。
　セグメント別の業績を示すと、次のとおりでありま
す。
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　石油業界におきましては、新型コロナウイルス感染症
問題による国際需要の低下と石油産油国の利害関係によ
る国際情勢の影響を受け、当第4四半期から原油価格は
暴落し、不安定な状況が続いております。国内動向に関
しましてはガソリンを中心とした燃料油販売は、元売り
各社の再編によるシナジー効果により市場価格は比較的
に安定した状況で推移しましたが、ハイブリッドをはじ
めとする低燃費車の普及や電気自動車の開発から国内石
油製品は構造的な需要減少傾向にあり、先行きは不透明
な状況が依然として続いている状況です。
　当社SS事業部に関しましては、引き続き、収益改善施
策として、販売数量と適正な口銭（マージン）確保を根
幹に店舗運営時間及び運営形態の見直し、油外製品での
利益拡大に努めました。
　燃料油販売面では適正な口銭（マージン）確保は好調
に推移しましたが、前年同期と比べ、当事業年度では燃
料油原価が著しく低下している状況から販売価格も低下
し、売上の伸び悩みが懸念されましたが、近隣店舗の閉
鎖による販売数量の増加により、売上も好調に推移して
おります。
　油外販売面では人材育成を進め、燃料需要減少の影響
の少ない「洗車」「鈑金・リペア」、天候の影響に左右さ
れない「車検」、若年層の車離れや多様化するニーズに
対応するための「レンタカ－」を柱に積極的な取組みを
行っております。これらに注力した結果、SS事業部に関
しましては売上・利益共に、前年同期に比べ、好調に推
移しました。
　石油商事事業部につきましては、既述の通り原油価格
の暴落はございましたが、市場価格の安定化により、新
規顧客開拓と法人既存顧客の流出を防ぐ事を念頭に、お
客様へのより一層のサ－ビス向上に努め、燃料数量と適
正な口銭（マージン）の獲得を目指して参りました。し
かしながら販売数量に関しましては石油からの燃料転換
による需要減少や前年同期に比べ、燃料油販売価格が著
しく低下していることから売上は減少しました。利益並
びに口銭（マージン）に関しましては直需部門の新規顧
客獲得及び新規仕入先の開拓により増加しております。
その他物販事業や元売カード発券・管理事業に関しまし
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ても順調に推移した結果、前年同期に比べ減収増益とな
りました。
　これらの結果、石油事業全般におきましては、売上高
２３億８０百万円（前年同期比2.3%減）、営業利益１億
円（前年同期比43.0%増）となりました。
　専門店事業であるサイクルショップ「コギー」におき
ましては、自転車業界での市場並びに国内消費動向が厳
しさを増す中、例年以上の天候不良や新型コロナウイル
ス感染症問題により、各自転車メーカーの海外工場の生
産ラインが停止し、需要のある電動自転車の在庫確保が
困難となりました。そして感染拡大から営業自粛もしく
は短縮営業をせざるを得ない状況も重なり、営業活動に
大きな影響を受けております。
　このような状況の下、「コギー」といたしましては
「人づくり」「競合店との差別化」「足元商圏固め」をキ
ーワードに、人材育成とマーケティングを重視し、各店
舗でコンセプト及びマーチャンダイジングの確立に努め
ております。
　当事業年度の営業活動と致しましては、商品ラインナ
ップの充実を意識し、集客の最大化を目的に、話題性の
高い商品を始め消耗品類の価格訴求による購買意識の喚
起を狙い、売上増加に努めました。またスタッフの技術
力の向上に取り組み、品質の向上に努め、メンテナンス
の獲得にも注力しております。集客面では、ホームペー
ジ上に商品のラインナップ情報やブログ案内、店舗アプ
リの導入などお得な商品情報の配信などによる集客活動
を積極的に行いました。
　２０１９年３月下旬にオープンした「ららぽーと豊洲
店」に関しましては、当初売上げは順調でしたが、第2
四半期以降で伸び悩み、さらに出店コストの計上により
前年と比べて利益も減少しました。しかしながら今後も
地域需要を意識した品揃え強化と付加価値を高めたサー
ビスを通して、お客様の満足に繋がる活動を推進してま
いります。
　また、２０１９年４月からの小区画での臨時営業を経
て、９月下旬にリニューアルオープンいたしました「川
崎ルフロン店」に関しましては、こちらも出店コストの
計上から、前年同期と比べ、売上・利益は減少しており
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ますが、豊洲店同様に地域需要を意識した販売活動を行
い、将来にわたる持続的な成長を目指し取り組んで参り
ます。
　これらの結果、専門店事業部におきましては、売上高
７億３９百万円（前年同期比0.0%減）、営業損失７百万
円（前事業年度、営業利益１２百万円）となりました。
　不動産事業につきましては、オフィスビルの都心及び
東京近郊にある商業地区の空室率は引き続き低水準で推
移し、賃料水準も緩やかな上昇傾向が継続するなど、堅
調な状況が続いている状況です。当社の巣鴨ダイヤビ
ル・川口ダイヤピア共に、現在は満室状況であり、計画
的な修繕を継続しつつ、ビルの資産価値の維持と入居者
さまへの安全・安心の提供に努めております。
　仙台のセルフ岩切についても、引き続き安定した賃料
収入を維持しており、トランクルームの運営に関しまし
ては現在では実質満室の稼働率となり、堅調に推移して
いる状況です。
　これらの結果、不動産事業部におきましては、売上高
１億５８百万円（前年同期比0.1%減）、営業利益８４百
万円（前年同期比10.6%増）となりました。

　(各事業ごとの売上高）
事 業 売 上 高 前 期 比 構 成 比

百万円 ％ ％

石 油 事 業 2,380 97.7 72.6

専 門 店 事 業 739 99.9 22.6

不 動 産 事 業 158 99.9 4.8

合 計 3,278 98.3 100.0

当期における設備投資の総額は、58百万円でありま
す。その主なものは、ダイヤビル設備工事と、新規オー
プンした「川崎ルフロン店」の内装工事によるもので
す。これらの所要資金は、自己資金でまかないました。
原油価格の動向や消費税率引き上げによる国内景気の
動向等、引続き不透明な状況が続くものと予想されるな
か、当社においては、4つの基本方針を遵守し、以下の
とおり営業利益の必達に全力を傾注してまいります。
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＜石油事業 サービスステーション事業部＞
①引き続き油外粗利の最大化を目指し、状況に応じた
施策立案と行動計画を実施する。
②CSを通し、安心してご利用いただけるサービスの
提供を実現する。

③人材育成計画を実行し、スタッフスキルの向上を図
る。

＜石油事業 石油商事事業部＞
①直需部門の新規顧客獲得を行い販売数量の確保に努
める。
②適正口銭の確保及び配送の効率化を図り、さらなる
収益改善を実現する。
③物販部門の新規商材導入の検討を進める。
＜専門店事業＞
①引き続き新規出店による事業拡大を目指す。
②収益体質の改善と主体性のある店舗コンセプトを確
立する。
③「各コギー店舗またはその地域」で、ここでしか買
えない商品の導入検討を進める。
④教育・研修の充実を図り、事業拡大の「人づくり」
を行う。

＜不動産事業＞
①巣鴨ダイヤビル、川口ダイヤピアの入居テナント様
のニーズに応じたビル管理を実施する。
②計画的な修繕を実施し、ビルの資産価値の維持と入
居者様への安全・安心の提供に努める。
③トランクルームの早期満室化を実現する。
＜管理部門＞
①営業部との連携を強化し、予算の必達と安定した財
務内容の改善を実現する。
②社内システムの運用精度を高め、経理事務・店舗事
務の効率化を図る。
③コンプライアンスを遵守し、消費税増税及び法令改
正に適格に対応する。

　株主の皆様には、今後とも一層のご支援を賜りますよ
うお願い申し上げます。

2020年６月
代表取締役社長 菊 池 新 治
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　会社の概要
　1. 財産および損益の状況の推移

期 別
区 分

第 68 期
2017年３月期

第 69 期
2018年３月期

第 70 期
2019年３月期

第71期(当期)
2020年３月期

売 上 高
(百万円) 2,930 3,129 3,333 3,278

経 常 利 益
(百万円) 17 17 48 52

当 期 純 利 益
(百万円) 9 2 734 20

１株当たり当期純利益
(円) 13.07 2.98 1,018.86 28.07

総 資 産
(百万円) 1,912 1,949 1,947 1,909

純 資 産
(百万円) 653 648 1,375 1,384

（注）1. 当社は、2016年10月1日付で普通株式について10株
を1株の割合で株式併合を行っております。第68期の
期首に当該併合が行われたと仮定して、1株当たり当期
純利益を算定しております。

2. 第68期は、石油事業は需要の低迷により売上減少した
ものの油外商品販売の強化に取り組み、お客様へのよ
り一層のサービスに努め、利益を確保いたしました。
専門店事業はマーケティングを重視した取り組みやス
タッフの技術力の向上、メールやブログの活用による
積極的な集客活動が売上・利益向上に寄与いたしまし
た。

3. 第69期は、石油事業は依然として厳しい経営環境にあ
りますが、組織並びに管理体制の見直しや環境に応じ
た戦略とＣＳを重視した取り組みにより、売上・利益
とも前年より増加しました。専門店事業はトリエ京王
調布店がオープンし、11店舗を運営する体制となり、
売上･利益とも増加に努めましたが、天候不順と台風の
影響もあり、売上･利益とも前年を下回ってしまいまし
た。

4. 第70期は、環境の変化に対応すべく、SSヨンク大塚の
土地を売却し、経営資源の有効活用を図り、収益改
善・財務体質の改善により、売上・利益とも前年を上
回りました。

5. 第71期（当期）の状況につきましては、前記「1. 事業
の経過およびその成果」に記載のとおりであります。

6. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計
基準第28号2018年2月16日）等の適用に伴い、第69
期以前に係わる主要な経営指標等については、当該会
計基準等を遡って適用した後の指標等になっておりま
す。
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　2. 主要な事業内容（2020年３月31日現在）
石 油 事 業……サービスステーション等、石油

製品の卸・直販の経営・中古車
販売および鈑金事業の経営

専 門 店 事 業……サイクルショップ「コギー」の
経営

不 動 産 事 業……賃貸用オフィスビルおよび店舗
ビルの経営

　3. 主要な事業所および店舗（2020年３月31日現在）
名 称 所 在 地

本社 東京都 豊島区

サービスステーション 東京都豊島区など ７か所

サイクルショップ 神奈川県横浜市など１０か所

不動産賃貸ビル等 東京都豊島区など ３か所

　4. 従業員の状況（2020年３月31日現在）
区 分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

名 名 歳 年
男 性 42 2 41.19 10.69
女 性 1 0 36.00 8.00
合計または平均 43 2 41.07 10.63
（注）1. 従業員数には、嘱託社員（2名）および準社員（パート

タイマー）などの臨時従業員は含めておりません。
2. 準社員（パートタイマー）などの臨時従業員の期末人
数は42名（１日８時間換算）であります。

　5. 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
該当事項はありません。

― 7 ―

2020年06月02日 11時32分 $FOLDER; 8ページ



　会社の株式に関する事項
　1. 発行可能株式総数 2,000,000株
　2. 発行済株式の総数 720,846株 (自己株式101,354株を除く)
　3. 株主数 423名 (前期末比252名減)
　4. 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

森 猛 １５９ ２２．１
福松 博史 ８０ １１．２
松井証券株式会社 ４２ ５．８
日本証券金融株式会社 ２７ ３．９
東京海上日動火災保険株式会社 ２３ ３．２
神谷 金吾 ２３ ３．２
東海東京証券株式会社 １９ ２．７
上田八木短資株式会社 １８ ２．５
立花証券株式会社 １７ ２．４
巣鴨信用金庫 １６ ２．２
（注） 持株比率は、自己株式101,354株を控除して計算しており

ます。

　会社役員に関する事項
　1. 取締役および監査役の氏名等
会社における地位及び担当 氏 名 重要な兼職の状況
取締役社長（代表取締役） 菊 池 新 治
取締役会長 北 野 稔
取 締 役 甲 斐 祥 哲
取 締 役 小 林 茂 和
取 締 役 辻 角 智 之
常勤監査役 山 本 清 武
監 査 役 伊 伏 正 貴
監 査 役 小 林 由 紀
（注）1. 取締役のうち、小林茂和および辻角智之の両氏は会社

法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役のうち、伊伏正貴および小林由紀の両氏は会社
法第２条第16号に定める社外監査役であります。

3. 当社は監査役伊伏正貴氏を東京証券取引所が定める独
立役員として届け出ております。

4. 社外監査役小林由紀氏は、税理士の資格を有しており、
会計に関する相当程度の知見を有しております。

5. 阿部匡氏は当事業年度中に任期満了により退任してお
ります。
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　2. 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条の責任限定契約を締結し
ておりません。

　3. 取締役および監査役の報酬等の額
取締役 ６名 ３６,６００千円
監査役 ３名 １０,３５０千円

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人
分給与は含まれておりません。

2. 報酬限度額は取締役が月額15,000千円以内、監査役が
月額4,000千円以内であります。

　4. 社外役員に関する事項
（1）当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役 小林茂和氏
　当事業年度に開催された１７回全ての取締役
会に出席し、弁護士としての経験と専門知識を
有しており、客観的立場から当社の経営に対
し、適切な発言を行っております。

　 ・取締役 辻角智之氏
　当事業年度に開催された１７回全ての取締役
会に出席し、弁護士としての経験と専門知識を
有しており、客観的立場から当社の経営に対
し、適切な発言を行っております。

　 ・監査役 伊伏正貴氏
　当事業年度に開催された１７回全ての取締役
会および１４回の全ての監査役会に出席し、毎
回他の監査役が行った監査について適宜質問す
るとともに、必要に応じ社外の立場から意見を
述べております。

　 ・監査役 小林由紀氏
　当事業年度に開催された１７回のうち１６回
の取締役会および１４回のうち１３回の監査役
会に出席し、毎回他の監査役が行った監査につ
いて適宜質問するとともに、必要に応じ社外の
立場から意見を述べております。

（2）社外役員の報酬等の総額
　社外役員の報酬等の総額等 4名 9,000千円
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　会計監査人の状況
　1. 会計監査人の名称
　監査法人薄衣佐吉事務所

　2. 会計監査人の報酬の額
（1）公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額

14,400千円
（2）当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

14,700千円
（注1） 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理

由は、会計監査人の監査内容、会計監査の職務遂行状
況及び、報酬見積りの算出根拠などが適切であるかど
うかについて、必要な検証を行ったうえで、会計監査
人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

（注2） 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法
に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を区分しておりませんので、金融商品取引法
に基づく監査の報酬等の額を含めております。

（注3） 当社は会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1
項の業務以外の業務である、経理担当者向け研修につ
いての対価を支払っております。

　3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が

会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由
に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意によ
り会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株
主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解
任の理由を報告いたします。
また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の

状況、監査の品質等を総合的に勘案して、監査役会
は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容
を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案
を株主総会に提案いたします。

　4. 責任限定契約に関する事項
当社は、会社法第427条の責任限定契約を締結し

ておりません。
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　会社の体制および方針
　 業務の適正を確保するための体制
　1. 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するための体制
（1）当社は、コンプライアンス全体を統轄する組織
として、社長を委員長とした「コンプライアン
ス・リスク管理委員会」を設置し、取締役および
使用人が、企業理念および社内規程に則り、法
令・定款および社会規範等を遵守することを周
知・徹底する。

（2）またコンプライアンスの推進については、管理
部が中心となり取締役および使用人に対して、階
層別に必要な教育・研修等を定期的に行う。

（3）さらに業務執行部門から独立した内部監査室
が、当社におけるコンプライアンスの状況を定期
的に監査する。また内部監査室内に、法令等に定
める義務違反等の情報について、使用人が直接情
報提供できるように、内部通報制度の窓口を設置
する。

（4）市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的
勢力との関係遮断のため、社内体制の整備を行
い、不当な要求に対しては会社を挙げて組織的に
対応する。

　2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理
に関する体制

（1）法令上保存を義務付けられている文書および重
要な会議の議事録、稟議書、契約書ならびにそれ
らに関する資料等は、社内規程に基づき文書また
は電磁的媒体に記録し適切に保管・管理を行う。

（2）取締役および監査役は、常時これらの文書を閲
覧できるものとする。
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　3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（1）当社は、リスク管理全体を統轄する組織として
「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置
し、重大な事故、災害、不祥事等が発生した場合
においては、社長を本部長とし、必要な人員で組
織する危機対策本部を設置する。

（2）リスク管理活動については管理部が統括し、社
内規程の整備と見直しを図るとともに、各部門に
おいてその有するリスクの洗い出しを実施し、そ
のリスクの軽減等に取り組む。

　4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制

　当社では、取締役の職務の執行が効率的に行われ
ることを確保するため、取締役会を毎月１回定期的
に開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執
行状況の監督等を行うほか、必要に応じて臨時取締
役会を開催し、迅速かつ的確な意思決定を行う。

　5. 当社及び子会社から成る企業集団における業務の
適正を確保するための体制

　当社には企業集団が存在しないので該当事項はあ
りません。

　6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこと
を求めた場合における当該使用人に関する事項

　現在、監査役の職務を補助すべき使用人はおりま
せんが、必要に応じて当該使用人を置くものとす
る。

　7. 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役を補助すべき使用人は、監査役会および監
査役の指揮命令下でその業務を遂行し、またその人
事に係る事項の決定は、監査役会の同意を必要とす
る。
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　8. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
その他の監査役への報告に関する体制

（1）監査役は、重要事項の決定ならびに取締役の業
務執行状況等を把握するため、取締役会等の重要
会議に出席すると共に、必要に応じて意見を述べ
ることができる。

（2）監査役は、稟議書、契約書その他の業務執行に
関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役
および使用人にその説明を求めることができる。

（3）取締役および使用人は、業務執行に関して重大
な法令・定款違反もしくは不正行為の事実また
は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告しなけ
ればならない。

（4）内部監査室は、内部監査の実施状況およびその
結果、内部通報制度の状況とその内容を随時監査
役会に報告するものとする。

　9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

（1）監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、
業務報告とは別に会社運営に関する意見の交換
等、意思の疎通を図るものとする。

（2）監査役は、必要に応じて弁護士、会計監査人そ
の他の専門家に相談し、監査業務に関する助言を
受けることができる。

会社体制の運用状況概要
当社は、上記「内部統制システムに関する基本
方針」を継続的に取り組むべき基本方針ととら
え、適宜、内容の見直し検討を行っております。
また、取締役会、経営会議を毎月開催し、問題事
案の検討及び改善策、再発防止策の協議を行って
おります。また、情報セキュリティー強化のため
の対策を実施しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満を

切り捨てて表示しております。
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　貸借対照表（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 670,500 流 動 負 債 217,609
現金及び預金 236,166 買 掛 金 108,877
受 取 手 形 38,386 リ ー ス 債 務 1,678
売 掛 金 210,904 未 払 金 41,560
商 品 164,580 未払法人税等 8,737
前 渡 金 2,381 未払消費税等 15,097
前 払 費 用 10,978 前 受 金 10,538
未 収 入 金 6,421 預 り 金 27,309
そ の 他 680 修 繕 引 当 金 3,810

固 定 資 産 1,238,904
有形固定資産 1,090,456 固 定 負 債 306,985
建 物 200,181 リ ー ス 債 務 1,379
構 築 物 13 長 期 未 払 金 43,778
機 械 装 置 6,207 再評価に係る繰延税金負債 195,448
車 両 運 搬 具 213 長期預り保証金 66,379
工具器具備品 7,779
土 地 873,228
リ ー ス 資 産 2,831 負 債 合 計 524,594

無形固定資産 1,298 純 資 産 の 部
ソフトウェア 293 株 主 資 本 1,015,408
電 話 加 入 権 479 資 本 金 90,000
そ の 他 525 資本剰余金 276,439

投資その他の資産 147,148 資 本 準 備 金 24,790
投資有価証券 3,545 その他資本剰余金 251,649
出 資 金 2,087 利益剰余金 737,624
破産更生債権等 33,860 その他利益剰余金 737,624
前払年金費用 27,749 繰越利益剰余金 737,624
差 入 保 証 金 104,733 自 己 株 式 △88,655
繰延税金資産 5,548 評価・換算差額等 369,401
そ の 他 3,484 土地再評価差額金 369,401
貸 倒 引 当 金 △33,860 純 資 産 合 計 1,384,809

資 産 合 計 1,909,404 負債・純資産合計 1,909,404
（注） 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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　損益計算書（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額
売 上 高 3,278,774
売 上 原 価 2,399,425
売 上 総 利 益 879,349

販売費及び一般管理費 826,737
営 業 利 益 52,611

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金 559
受 取 保 険 金 1,654
そ の 他 1,135 3,349

営 業 外 費 用
支 払 利 息 73
事 故 復 旧 損 失 2,888
そ の 他 311 3,274
経 常 利 益 52,686

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 4,467
固 定 資 産 除 却 損 505
減 損 損 失 17,535 22,508

税 引 前 当 期 純 利 益 30,177
法人税、住民税及び事業税 8,851
法 人 税 等 調 整 額 1,094 9,946
当 期 純 利 益 20,230

（注） 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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　株主資本等変動計算書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金
繰 越 利 益
剰 余 金

2019年4月1日残高 90,000 24,790 251,649 276,439 728,206

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △10,812

当 期 純 利 益 20,230
事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 ― ― ― ― 9,417

2020年3月31日残高 90,000 24,790 251,649 276,439 737,624

株 主 資 本 評価・換算
差 額 等 純資産

合 計
自己株式 株主資本

合 計
土地再評価
差 額 金

2019年4月1日残高 △88,655 1,005,990 369,401 1,375,391

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △10,812 △10,812

当 期 純 利 益 20,230 20,230
事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 ― 9,417 ― 9,417

2020年3月31日残高 △88,655 1,015,408 369,401 1,384,809

（注） 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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　会社の概要（2020年６月25日現在）

商 号 ダイヤ通商株式会社
本社所在地 〒170-0002

東京都豊島区巣鴨一丁目11番１号巣鴨ダイヤビル３階
電話03(5977)1561

設立年月日 1949年５月31日
資 本 金 90,000,000円

　取締役および監査役（2020年６月25日現在）

取締役社長
(代表取締役) 菊 池 新 治 常勤監査役 山 本 清 武

取締役会長 北 野 稔 監 査 役 伊 伏 正 貴

取 締 役 甲 斐 祥 哲 監 査 役 小 林 由 紀

取 締 役 小 林 茂 和

取 締 役 辻 角 智 之

　店舗のご案内（2020年６月25日現在）

サービスステーション
東 京 都 巣 鴨 SS 東 京 都 ららぽーと豊洲店

湯 島 SS トリエ京王調布店
佃 大 橋 SS 神奈川県 たまプラーザ店
日野万願寺 SS 金 沢 文 庫 店

埼 玉 県 SSヨンク和光 藤 沢 店
入間大井 SS ららぽーと横浜店

神奈川県 ヨンク菅馬場店 辻 堂 駅 前 店
戸 塚 駅 前 店
川崎ルフロン店

埼 玉 県 コクーンシティ
さいたま新都心店
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株式についてのご案内
事 業 年 度 毎年４月１日～翌年３月31日

定 時 株 主 総 会 毎年６月

配当金支払株主確定日 期末配当………………毎年３月31日
中間配当を行う場合は毎年９月30日

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法 電子公告の方法によります。
ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行います。

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

同 連 絡 先 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話0120－782－031（通話料無料)

特別口座の口座管理機関 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 東京都府中市日鋼町１－１
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話0120－232－711（通話料無料)
郵送先〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

(お知らせ)
・株式に関するお手続きについて
株式に関するお手続き（届出住所／姓名などの変更、
配当金の振込方法／振込先の変更など）につきまして
は、お取り引きされている証券会社へお問い合わせく
ださい。

・特別口座について
株券電子化の施行日（2009年１月５日）以前に証券
保管振替機構を利用されていない株主さまの所有株式
は、特別口座で管理されております。
特別口座で管理されている株式に関する各お手続き
は、上記の三菱UFJ信託銀行の連絡先へお問い合わせ
ください。
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